
令和 3 年 3 月

令和 3 年度 令和 12 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

1,583 円 2,099 円

1,583 円 1,926 円

1,612 円 2,043 円

③ 組　織

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

昭和58年度
（37年）

法適（全部適用・一部
適 用 ） 非 適 の 区 分

西東京市公共下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 東　京　都　西　東　京　市

事 業 名 ： 公　共　下　水　道　事　業

処 理 場 数 所有せず

広域化・共同化・
最適化　実施状況*1

未実施

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に
基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指
す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の
統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一 般 家 庭 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

1)基本使用料と従量使用料を併用
2)基本使用料には基本水量(8㎥/月)を設定
3)従量使用料は累進性を採用

法適用団体（一部適用）
※平成31年４月より

処 理 区 域 内 人 口 密 度 129.7人／ha
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無
荒川右岸東京流域下水道へ接続

処 理 区 数 １処理区

令和元年度 令和元年度

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

職 員 数 損益勘定職員7名、資本勘定職員3名　合計10名

事 業 運 営 組 織 本市の下水道事業は都市基盤部下水道課が担当

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

一般家庭用使用料体系とは特に区分無し

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

生活保護法による生活扶助を受けている方などへの減免措置を設定

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成29年度

平成30年度 平成30年度



（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。

*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　※次頁に令和元年度の経営比較分析表を添付。

処理区域内人口の予測

　 本市の処理区域内人口の予測については、平成29年度に策定した「西東京市人口推計調査報告書」での予測値に、最新の実勢
を反映させて実施しています。
　（行政人口）　 令和元年度　205,653人⇒令和12年度　203,017人
　（水洗化人口）令和元年度　200,367人⇒令和12年度　199,899人

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
（包括的民間委託を含む）

下水道事業における包括的民間委託、指定管理者制度、
PPP/PFIの導入実績は無し。

 イ　指定管理者制度

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用（下水熱・下水
汚泥・発電等）　*4

特に無し

 イ　土地・施設等利用（未利用土
地・施設の活用等）　*5

特に無し

　 本市は平成５年度に汚水整備を概ね完了しています。今後は、下水道施設の老朽化が進むため、改築・更新を計画的に実施す
ることが求められます。また、浸水対策として、雨水幹線の整備も推進します。

組織の見通し

　　今後は改築・更新が本格化する見込みであり、安定した業務執行体制の構築が必要となります。

　 本市下水道事業では、西東京市下水道プランにて、基本理念と基本方針を位置付けています。

＜基本理念＞
　 本市の基本理念を踏まえ、下水道に求められる「安全・安心」、「暮らし」、「環境」といった役割を担いながら、「健全経営」により事
業の継続性を確保するために、“未来へつなぐ、安全な暮らしと快適な水環境を創生する下水道”を本市の下水道整備の基本理念
とします。

＜基本方針＞
　●施設の再生による持続性の確保
　●安全・安心で快適な暮らしの実現
　●良好な環境の保全
　●健全な下水道経営

有収水量の予測

   令和４年度をピークに本市の行政人口は減少に転じる見通しであるため、有収水量も令和５年度以降減少する見通しです。
　（有収水量）　令和元年度　19,763千㎥⇒令和12年度　19,569千㎥

使用料収入の見通し

　　使用料収入は、有収水量の将来予測により、緩やかに減少する見通しです。
　（使用料収入）令和元年度　2,019百万円⇒令和12年度　1,999百万円

施設の見通し



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

令和元年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

　資産の老朽化度合を示す①有形固定資産減価償却
率は、低い水準となっている。これは、法適用初年
度の決算であることから、決算書上の老朽化度合が
ないように見えるためであリ、実際には指標以上に
老朽化が進んでいるものと認識している。
　本市では、昭和48年度から平成４年度にかけて集
中的に下水道管きょの整備を進めてきたことから、
耐用年数50年を経過する下水道管きょは、令和６年
度から急増する。そのため、老朽化する下水道管
きょなどの下水道施設を管理し、改築・更新を行う
ことが課題となっている。本市は、汚水管きょに係
る下水道ストックマネジメント計画実施方針につい
て、平成30年度に定めている。今後は、雨水管きょ
やマンホール等を対象としたストックマネジメント
計画実施方針や改築実施計画を定め、ストックマネ
ジメント計画を策定し、下水道施設の点検・調査及
び改築・更新を計画的に行っていく。

2. 老朽化の状況

全体総括

　現在、企業債の償還が進んでいることから健全な
経営ができているものの、今後は下水道施設の老朽
化が進むことから、下水道施設の改築・更新に備え
なければならない。
　下水道施設の改築・更新に当たっては膨大な費用
がかかるため、下水道施設の効率的な維持管理と費
用の平準化に取り組み、下水道事業を将来にわたり
健全に経営していかなければならない。
　そのため、将来にわたって安定的に事業を継続し
ていくための中長期的な経営の基本計画である経営
戦略の策定を令和２年度に行い、経営戦略の策定や
改定を通じて、経営基盤の強化と財政マネジメント
の向上を図っていく。

【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　①経常収支比率は、黒字であることを示す100％
を上回り、類似団体平均と比較しても同程度の水準
となっている。
　短期的な債務に対する支払能力を表す指標である
③流動比率は100％を下回り、類似団体平均と比較
してもやや劣っているものの、④企業債残高対事業
規模比率は、類似団体平均や全国平均よりも大きく
下回っており、長期的な債務支払能力は他団体より
も良好となっている。
　⑤経費回収率は、企業債の償還が進んでいること
から年々改善されている。令和元年度決算は100％
を大きく上回り、類似団体平均と比較しても高い水
準となっている。
　⑥汚水処理原価は、類似団体平均を下回っている
ことから良好といえる。
　⑧水洗化率は年々上昇しており、類似団体平均を
上回っている。
　以上のことから、経営の健全性・効率性は、類似
団体平均と比較しても概ね良好であるが、令和元年
度決算の特徴として、使用料の臨時的な増があり、
このことが①経常収支比率や⑤経費回収率の指標を
押し上げる要因になった。

2. 老朽化の状況について

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 79.23 100.00 90.23 1,612 205,652 15.85 12,974.89

15.75 13,023.81 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法適用 下水道事業 公共下水道 Aa 非設置 205,125

経営比較分析表（令和元年度決算）
東京都　西東京市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

0.14

0.16

0.18

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 - - - - 0.00

平均値 - - - - 0.16

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 - - - - 109.38
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0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 - - - - 4.32

平均値 - - - - 24.54

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 - - - - 0.00

平均値 - - - - 7.66

①経常収支比率(％)

0.00

0.05
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H27 H28 H29 H30 R01
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当該値 - - - - 70.32

平均値 - - - - 71.19

0.00
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H27 H28 H29 H30 R01

当該値 - - - - 304.44

平均値 - - - - 517.34

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00
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140.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 - - - - 118.13

平均値 - - - - 99.89

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 - - - - 86.48

平均値 - - - - 112.40

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 - - - - -

平均値 - - - - 62.97

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H27 H28 H29 H30 R01

当該値 - - - - 97.43

平均値 - - - - 96.97

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【108.07】 【3.09】 【69.54】 【682.51】

【95.35】【59.64】【136.15】【100.34】

【38.57】 【5.90】 【0.22】



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）
※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

目 標
　 経営の健全化を図るため、長期的な収支予測においては、黒字経営の維持と資金の確保がで
きるよう、下水道使用料などの財源の設定を行います。

  「投資・財政計画」においては、以下の考え方により財源を設定しています。

1)補助金、企業債：現行の補助制度に基づいて、将来値を設定しています。
2)使用料収入：現行の使用料体系を維持した場合の使用料収入を設定しています。また、使用料収入を算定する際
   には、将来の人口動向を反映しています。
3)一般会計繰入金：総務省が定める現行の繰出基準に基づき算定しています。使用料収入の不足分を補塡するた
   めの基準外繰入金は今後10年間は発生しない見通しです。

  投資以外の経費については、以下のように算定しています。

1)維持管理費：過去の実績などに基づいて算定することを基本としながら、新規に着手する事業については予定額
  を別途見込んでいます。
2)企業債元金償還・支払利息：現行の償還方法（償還方法、償還期間、据置期間の設定など）に基づき、近年の
  金利動向に基づいて設定した金利により算定しています。
3)減価償却費：建設投資額をベースに、現行の減価償却計算の方法に基づき、減価償却費を算定しています。
　 また、補助金などを財源とする分については、長期前受金戻入益として営業外収入に計上しています。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

目 標
　 本市下水道事業においては、西東京市下水道プランにて位置付けた基本方針に基づき、改築・
更新、浸水対策などに対する建設投資を速やかに実施します。

  「投資・財政計画」では、今後10年間で次のような建設投資を見込んでいます。

1)汚水管きょ関連（老朽化対策としての管路施設の布設替え、都市
　 計画道路整備に伴う管路施設の布設替え、汚水ます設置工事など）
2)雨水管きょ関連（白子川上流六号雨水幹線築造工事など）
3)雨水幹線整備に関する他市への負担金（石神井川右岸六号雨水
　 幹線築造工事）
4)流域下水道建設負担金
5)ポンプ施設の更新（汚水）
6)ポンプ施設の更新（雨水）

：R3～R12までの事業費：約 67億円

：R3～R12までの事業費：約 59億円
：R3～R12までの事業費：約1.3億円

：R3～R12までの事業費：約15億円
：R3～R12までの事業費：約0.4億円
：R3～R12までの事業費：約0.1億円



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５． 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、
赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等
を記載すること。

使用料の見直しに関する事項
   汚水処理費を下水道使用料で賄えている状況ではありますが、今後の財政
状況などを考慮し、必要に応じて検討を行います。

資産活用による収入増加
の取組について

   対象として適当な施設も無いため、現段階では導入予定はありません。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

   対象として適当な施設も無いため、現段階では包括的民間委託などの導入
は予定していません。

広域化・共同化・最適化に関する事項
   現在、都の指導による勉強会などに参加しています。
現段階では、関連する投資などを行う予定はありません。

投資の平準化に関する事項
   ストックマネジメント計画を策定していますが、策定にあたっては、施設の老朽
化や市の財政状況を鑑みて、建設投資の平準化を図っています。

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

   対象として適当な施設も無いため、現段階ではＰＰＰ/ＰＦＩなどの導入は予定
していません。

その他の取組    今後は雨天時浸入水対策などに取り組みます。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

  経営戦略は、「下水道プラン」との整合性を重視する必要があります。
「下水道プラン」と同様に、ＰＤＣＡサイクルに基づき、概ね５年ごとに経営戦略の見直しを
行います。

職員給与費に関する事項
   今回の検討では、老朽化対策に着手することによる業務量増に対応する体
制強化を見込んでいます。

修繕費に関する事項    下水道施設の老朽化に伴い必要となる修繕費を見込んでいます。

委託費に関する事項
   これまで計上されている各種委託に加えて、管きょ・人孔の点検・調査、ストッ
クマネジメント計画策定などの委託料を見込んでいます。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 2,054,317 2,063,000 2,061,000 2,065,000 2,077,000 2,100,000 2,122,000 2,143,000 2,155,000 2,155,000

(1) 2,008,394 2,011,000 2,011,000 2,016,000 2,010,000 2,010,000 2,011,000 2,012,000 2,003,000 1,999,000

(2) (B)

(3) 45,752 52,000 50,000 49,000 67,000 90,000 111,000 131,000 152,000 156,000

(4) 171 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 1,072,571 1,050,000 1,048,000 1,048,000 1,046,000 1,040,000 1,036,000 1,030,000 1,031,000 1,008,000

(1) 66,145 57,000 57,000 59,000 62,000 63,000 63,000 63,000 71,000 61,000

42,520 43,000 43,000 44,000 44,000 45,000 45,000 45,000 46,000 44,000

23,625 14,000 14,000 15,000 18,000 18,000 18,000 18,000 25,000 17,000

(2) 1,006,419 989,000 987,000 985,000 980,000 973,000 969,000 963,000 956,000 943,000

(3) 7 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

(C) 3,126,888 3,113,000 3,109,000 3,113,000 3,123,000 3,140,000 3,158,000 3,173,000 3,186,000 3,163,000

１． 2,883,647 2,859,000 2,896,000 2,885,000 2,861,000 2,853,000 2,874,000 2,879,000 2,890,000 2,847,000

(1) 75,243 67,757 67,757 67,757 67,757 67,757 67,757 67,757 67,757 67,757

75,243 67,757 67,757 67,757 67,757 67,757 67,757 67,757 67,757 67,757

(2) 1,285,639 1,257,243 1,291,243 1,276,243 1,243,243 1,229,243 1,232,243 1,221,243 1,216,243 1,179,243

1,285,639 1,257,243 1,291,243 1,276,243 1,243,243 1,229,243 1,232,243 1,221,243 1,216,243 1,179,243

(3) 1,522,765 1,534,000 1,537,000 1,541,000 1,550,000 1,556,000 1,574,000 1,590,000 1,606,000 1,600,000

２． 95,991 94,000 88,000 85,000 89,000 95,000 108,000 122,000 134,000 140,000

(1) 94,791 92,000 86,000 83,000 87,000 93,000 106,000 120,000 132,000 138,000

(2) 1,200 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

(D) 2,979,638 2,953,000 2,984,000 2,970,000 2,950,000 2,948,000 2,982,000 3,001,000 3,024,000 2,987,000

(E) 147,250 160,000 125,000 143,000 173,000 192,000 176,000 172,000 162,000 176,000

(F)

(G)

(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

147,250 160,000 125,000 143,000 173,000 192,000 176,000 172,000 162,000 176,000

(I) 147,250 307,250 432,250 575,250 748,250 940,250 1,116,250 1,288,250 1,450,250 1,626,250

(J) 494,541 900,086 872,825 989,479 885,554 598,264 621,389 641,763 559,751 580,128

265,112 240,837 244,105 306,285 323,295 383,745 386,051 388,262 320,412 321,277

(K) 732,760 638,877 594,584 653,895 673,983 799,700 805,824 820,191 762,334 796,711

409,791 409,791 356,759 340,416 320,429 315,436 321,435 335,428 366,583 402,583

322,969 229,086 237,825 313,479 353,554 484,264 484,389 484,763 395,751 394,128

( I )

(A)-(B)

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 2,054,317 2,063,000 2,061,000 2,065,000 2,077,000 2,100,000 2,122,000 2,143,000 2,155,000 2,155,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 2,054,317 2,063,000 2,061,000 2,065,000 2,077,000 2,100,000 2,122,000 2,143,000 2,155,000 2,155,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

そ の 他 補 助 金

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

雨 水 処 理 負 担 金

そ の 他

営 業 外 収 益

補 助 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

経 費

特 別 利 益

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

そ の 他

減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)

う ち 未 払 金

特 別 損 失

特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金

流 動 資 産

う ち 未 収 金

流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 一 時 借 入 金

地方財政法による資金不足の比率 (（L）/（M）×100)

0 0 0累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 0 0 0 0

地方財政法施行令第15条第１項により算定した資金
の不足額

営業収益－受託工事収益 (A)-(B)

0 0 0

健全化法施行令第16条により算定した資金の不足額

健全化法施行規則第６条に規定する解消可能資金不
足額

健全化法施行令第17条により算定した事業の規模

健全化法第22条により算定した資
金不足比率

(（N）/（P）×100)



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

１． 605,100 360,000 393,000 1,032,000 1,192,000 1,795,000 1,795,000 1,795,000 1,068,000 1,087,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 32,812 22,000 25,000 27,000 29,000 31,000 33,000 35,000 36,000 36,000

３．

４．

５．

６． 0 0 0 11,000 187,000 611,000 605,000 605,000 605,000 612,000

７．

８． 200 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 638,113 382,000 418,000 1,070,000 1,408,000 2,437,000 2,433,000 2,435,000 1,709,000 1,735,000

(B)

(C) 638,113 382,000 418,000 1,070,000 1,408,000 2,437,000 2,433,000 2,435,000 1,709,000 1,735,000

１． 634,365 416,000 458,000 1,082,000 1,432,000 2,487,000 2,472,000 2,472,000 1,752,000 1,770,000

24,014 20,000 20,000 20,000 20,000 33,000 33,000 33,000 33,000 33,000

２． 494,453 442,000 386,000 367,000 349,000 346,000 354,000 370,000 403,000 439,000

３．

４．

５． 1,319 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 1,130,137 858,000 844,000 1,449,000 1,781,000 2,833,000 2,826,000 2,842,000 2,155,000 2,209,000

(E) 492,024 476,000 426,000 379,000 373,000 396,000 393,000 407,000 446,000 474,000

１． 436,742 441,000 388,000 282,000 245,000 173,000 171,000 185,000 289,000 316,000

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３．

４． 55,282 35,000 38,000 97,000 128,000 223,000 222,000 222,000 157,000 158,000

(F) 492,024 476,000 426,000 379,000 373,000 396,000 393,000 407,000 446,000 474,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 6,501,647 6,419,647 6,426,647 7,091,647 7,934,647 9,383,647 10,824,647 12,249,647 12,914,647 13,562,647

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

88,272 95,000 93,000 93,000 111,000 135,000 156,000 176,000 198,000 200,000

88,272 95,000 93,000 93,000 111,000 135,000 156,000 176,000 198,000 200,000

32,812 22,000 25,000 27,000 29,000 31,000 33,000 35,000 36,000 36,000

32,812 22,000 25,000 27,000 29,000 31,000 33,000 35,000 36,000 36,000

121,084 117,000 118,000 120,000 140,000 166,000 189,000 211,000 234,000 236,000

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

工 事 負 担 金

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越される支出の
財源充当額

純 計 (A)-(B)

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計
資本的収入額が資本的支出額に不足する額    (D)-
(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

令和3年度 令和12年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度令和4年度

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和11年度


